
｜輸送と環境｜社員と共に社会との共存共栄を目指す

【東京 IDN＝市川太郎】

「吾以外皆我師（われいがいみなわがし）」この諺の通り、

株式会社日ノ丸急送の石原正貴社長は、社員との日頃からの

細やかなコミュニケーションを経営の信条としている。「私

は当社で働いてくれている全ての従業員に感謝の気持ちを持

っています。私は仕事への関心や責任感のみならず、一緒に

働く同僚としてのプライドと喜びを全従業員と共に分かち合

っていきたいのです。」と石原社長は語った。

株式会社日ノ丸急送は、香川県高

松市に本社を置き、一般貨物運送

のほか、梱包・荷役、保管・物流管理、食品流

ム開発を手掛けている。また、２００６年以来

（G マーク）」を取得している。

会社の設立は１９５７年（昭和３２年）。現在

員１７０名、パート１３６名が勤務している。

石原社長は今年の年頭所感の中でこうした信条

ている。「いかなる企業も、社会との共存共栄

ません。そのためには、従業員に先進的な訓練

育を充実させることが肝要です。自らを社会通

から見直さなければならない時にきています。

また石原社長は「CSR：企業

環境への貢献を重視している
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石原社長はさらに、「その結果、（それまでも殆どな

かったが）物損事故も燃料消費も減りました。デジタ

ルタコグラフにはＧＰＳ（全地球測位システム）が組

み込まれており、私たちは稼働中の全ての車両の運行

ルートを把握できるほか、各車両の走行中における全

ての様子を記録することができます。」と付加えた。

石原社長は、以前はサラリーマンであった。後に先代

である父に請われてトラック業界に転身した際、当時

のトラック業界全体の社会的地位が、不当に低いと感

じたと言う。「私は、流通業界は現代社会の基幹部分を

きました。時代は益々目まぐるしく変化しており、トラ

送会社としても、時代の要請に適応すべく新しい取り組

ません。」

石原社長は１９１６年（大正５年）生まれで日ノ丸急送

く振り返って語った。正吾は東京の拓殖大学を卒業後、

争が始まると徴兵され中国大陸に送られた。そして出征

１９４５年（昭和２０年）８月に日本が降伏した時点で

は中国北部の旧ソ連国境にいた。当時ソ連が既に日ソ中

行は、中立国のソ連領は安全と思い国境を越えた。とこ

の強制収容所に抑留された。

正吾はその後解放され、帰国後三菱マテリアルに復職し

は、元の職場では正吾が出征中、会社に残った元部下た

環境に馴染めなかったからだった。

こうした折り、酒場で再会した運輸省に勤める旧友との

となる。その友人は正吾に新たに運送会社を立ち上げる

めるには運送免許の取得が必須だったが、友人は免許取

１９５７年（昭和３２年）、正吾は事業用小型３輪自動

させ、主に建築資材の輸送を手掛けた。
運行前にデジタルタコグラフのカードを装

着する運転手
支えている重要な産業であると自負して

ック業界全体として、とりわけ個々の運

みに積極的に挑戦していかなければなり

の創業者である父正吾について、懐かし

三菱マテリアルに就職したが、太平洋戦

中は会社では休職扱いとされた。

、陸軍主計少尉であった正吾率いる部隊

立条約を破棄していたことを知らない一

ろが、まもなく全員捕虜となりシベリア

たが、間もなく辞めてしまう。その理由

ちが戦後は上司に昇格しており、新たな

再会が正吾に新たな転機をもたらすこと

ことを勧めたのだ。当時、運送会社を始

得を支援することを約束した。こうして

車４両で有限会社日ノ丸急送をスタート
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３人兄弟姉妹の長男として生まれた息子の正貴は、京

都の大学を卒業後、父の家業ではなく、関西で信用金

庫に就職した。正貴はその理由として、「私は子供の

頃から戦後復興期の運送業界を見てきました。今と違

って、当時のトラック運転手は荒っぽい人が多く、お

酒もよく飲んでいる印象を持っていました。そうした

ことから、当時、父の運営する運送会社に就職する気

にはなれなかったのです。」と語った。

しかし約２０年前、父正吾が喉頭がんを患いコバルト照射治療を始めたことから、請われて実家

に帰ることとなった。その後、幸い正吾はがんから回復したが、結果的に正貴はそのまま家業を

手伝うこととなった。

この時期、日本は建築ブームに沸いており、日ノ丸急送では主に建築資材を扱っていた。しかし

本州と四国を繋ぐ（日ノ丸急送が本拠をおく香川県は橋の四国側に位置する）瀬戸大橋が完成し

た頃から、次第に建築ブームは下火となっていった。

「私は当時、建築資材を扱い続けることに危機感を抱きました。しかし当時父は、私が会社の従

来の方針を転換することに否定的でした。父は当時、香川県トラック協会の副会長を務めており、

実質的な会社の運営にはあまり関わっていませんでした。しかし私は父の存命中は彼の意向を尊

重し、建築資材の運搬を継続しました。そして父が他界した後、約１０年程前から、会社の方針

を転換したのです。」と石原社長は語った。

石原社長はさらに続けて、「主に建築資材の

運搬を継続する一方で、新たに食料品を運搬

する車両を３台導入しました。しかし当時は

まだ、いわば『Ａ地点からＢ地点』というよ

うに単純に物資を輸送していたにすぎません

でした。そうしたある日、私は東京で参加し

たセミナーで、米国で新たに注目を集めてい

た３ＰＬ（サード・パーティー・ロジスティ

クス：荷主企業の物流管理の全体もしくは一

部を、受託する物流業務形態のひとつ）に

ついて知ったのです。」

瀬戸大橋
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香川県の観光マスコット「親切な青鬼くん」車両
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「折しも物流業界における価格競争は熾烈にな

ってきており、他社との区別をどうするかが大

きな課題となっていました。そうした中で、３

ＰＬこそが我が社の将来の行く末を確かなもの

にすると確信したのです。当初はこの新システ

ムを会社に導入することについて、社員の理解

を得るのに苦労しましたが、幸いちょうどタイ

ミングよく、当社に物流管理を委託したいとい

う食料品会社が現れ、導入・実施に踏み切るこ

とができたのです。」

また石原社長は、従来の長距離輸送を廃止し、

事業を四国全域に集中した。四国から東京、大阪などへの長距離輸送には、往路はともかく復路

に積み荷を見つけることが困難という問題がつきまとっていた。その上、東京や大阪に拠点をも

つ運送会社は、地方からの復路に荷台を埋めようとダンピング価格で輸送に応じることが少なく

なく、地方の運送業者にとって一層価格競争を厳しいものにしていた。

一方四国（香川、愛媛、高知、徳島）では、日ノ丸急送は、冷蔵設備を備えた物流センターを含

む強固な物流ネットワークを有しているため、例えば異なる荷主様の貨物を各々別のトラックで

はなく、効率よく一台のトラックで配送するなど、競争力ある価格で輸送サービス営業を展開で

きる。

このように時代の要請に適応して業務改

革を進めてきた石原社長だが、父正吾が

始めた新聞輸送については、聖教新聞、

公明新聞、四国新聞、愛媛新聞を引き続

き取り扱っている。事実、日ノ丸急送で

は新聞運搬業務は食料品輸送業務、３Ｐ

Ｌによる物流管理業務と並んで同社の主

要業務となっている。

本記事は、IDN の特集シリーズ「企業の社会

的責任：輸送と環境」の第５弾である。

（http://globalom-media.jp/CSR.aspx）
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低温物流センターピッキング作業風景
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日ノ丸急送ではＣＳＲの一環として交通安全と環境問題に関する啓

発活動に率先して取り組んでいる。写真は「トラックの日」車両
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